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第105回定時株主総会招集ご通知に際しての 

電 子 提 供 措 置 事 項 

 

連 結 注 記 表 
 

個 別 注 記 表 

 

（2024年４月１日から2025年３月31日まで） 

 

アジア開発キャピタル株式会社 

 

法令および当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいた

だいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書

面）への記載を省略しております。 
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連結注記表 

 

１．継続企業の前提に関する注記 

当社グループは、当連結会計年度まで継続して重要な経常損失および親会社株主に帰属する当期純損失

を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況が継続しております。 

2021年8月には東京証券取引所より特設注意市場銘柄の指定を受け、内部管理体制の改善に取り組んで

まいりましたが、2023年4月に上場廃止となりました。これを受け、2023年5月より組織体制の見直しを

行い、経営の改善に取り組んでおります。 

 

当社グループでは現在、「投資事業」の単一セグメントで事業を展開しており、当社においては有価証

券の保有・運用、コンサルティング、子会社においては有価証券の保有・運用や金融事業等を行ってお

ります。 

また、構造改革の一環として、本社移転や人員体制の見直しに取り組むとともに、既存事業の収益力の

改善や、東南アジア市場への投資拡大にも努めております。 

 

こうした取組の結果、当連結会計年度においては営業収益の増加や損失の縮小といった動きも一部に見

られましたが、依然として業績全体の回復には至っておらず、引き続き改善に取り組んでいる状況で

す。 

 

今後、継続企業としての体制確立を図るため、当社グループは以下の施策に取り組んでまいります。 

 

（１）事業の再構築 

投資事業の収益力強化を軸に、経営資源の最適化を進めてまいります。 

 

（２）財政状態の改善 

事業の継続と再構築を支える資金の確保に向けて、株式や新株予約権の発行、金融機関からの借入な

ど、さまざまな資金調達手段を検討してまいります。 

 

（３）経費削減 

組織体制の見直しや人件費・外注費の抑制、本社移転による固定費削減などを通じて、コスト構造の改

善に努めてまいります。 

 

しかしながら、これらの施策が当社グループの意図どおりの成果をもたらすかは不透明であり、現時点

において継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、その前提に関する不確実性の影響は反映し

ておりません。 
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２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社の状況 

・連結子会社の数 ４社 

・主要な連結子会社の名称 

Prominence Investments Pte. Ltd.、アジアビジネスソリューションズ㈱、ワンアジア証券㈱ 

② 非連結子会社の状況 

・非連結子会社の数 ２社 

・非連結子会社の名称 

ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA Sdn.Bhd.、Cleath Energy Malaysia Sdn.Bhd 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用会社の状況 

 該当事項はありません。 

② 持分法を適用していない非連結子会社 

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金（それぞれ持分に見合う

額）等の合計額がいずれも極めて僅少であり、非連結子会社を持分法の適用範囲から除いても、

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法を適用しておりません。 

(3) 連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する事項 

① 連結の範囲の変更 

当連結会計年度において、ASIA DEVELOPMENT CAPITAL MALAYSIA Sdn.Bhd.、Cleath Energy 

Malaysia Sdn.Bhdについて重要性が低下したため、これを連結の範囲から除外しております。 

② 持分法の適用範囲の変更 

  該当事項はありません。 

(4) 連結子会社の決算日等に関する事項 

Prominence Investments Pte. Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあた

って、同決算日現在の計算書類を使用し連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

それ以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
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(5) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

イ．有価証券の評価基準および評価方法 

ａ トレーディング商品に属する有価証券等 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

ｂ トレーディング商品に属さない有価証券等 

・売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

・その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等・・・総平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出資については、当該組合の財務諸表に基づいて、組

合の純資産を出資持分割合に応じて、投資有価証券として計上しております（組合の保有

する有価証券の評価差額については、その持分相当額を全部純資産直入法により処理して

おります）。 

ロ．棚卸資産 

商品 ··· 売却原価は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）によっております。 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内の連結子会社において、建物ならびに2016年４月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法、それ以外については定率法を、海外子会社においては、そ

れぞれの国における会計原則に規定する償却方法を選択しております。 

なお、耐用年数および残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっております。 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについて、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法 

③ 重要な引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

当連結会計年度末の債権残高に対する貸倒れに備えるため、一般債権について、過年度の貸

倒実績率を基礎とした、将来の貸倒見積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の5の規定に基づき「金融商品取

引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出された額を計上しております。 
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④ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

在外子会社等の資産および負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費

用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日公表分）及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日公表分）を適

用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

 退職給付に係る負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、当連結会計年度末における退職給付債務の見

込額（自己都合により退職する場合の期末要支給額相当額）を計上しております。 

 

３．会計方針の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

４．表示方法の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

５．会計上の見積りに関する注記 

 該当事項はありません。 
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６．追加情報 

該当事項はありません。 

 

７．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務 

①担保に供している資産  

有価証券 105,841千円 

②担保に係る債務  

該当事項はありません。  

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,017千円 
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８．担保等として差入れている有価証券等の時価額 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

信用取引借入金の本担保証券 3,581,960千円 

信用取引差入保証金代用有価証券 3,529,332千円 

信用取引貸証券 -千円 

 

 

９．担保等として差入れを受けている有価証券等の時価額 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

信用取引貸付金の本担保証券 3,492,490千円 

信用取引受入保証金代用有価証券 6,084,695千円 

信用取引借証券 -千円 

 

10．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 
 

 
当連結会計年度 
期首株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度 
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,326,042,223 ― ― 2,326,042,223 

合 計 2,326,042,223 ― ― 2,326,042,223 

自己株式     

普通株式 16,091 ― ― 16,091 

合 計 16,091 ― ― 16,091 

 

(2) 新株予約権および自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

 
(3) 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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11．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、投資計画に照らして、必要な資金（主に新株発行および銀行借入や社債発

行）を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入等により調達することとしております。 

また、子会社のワンアジア証券株式会社では、有価証券の売買等の委託の媒介、有価証券の

募集・売出しの取扱い業務を中核とする第一種金融商品取引業を主たる業務としており、顧客

との取引が活発になるほど信用取引貸付金が増加します。これらの業務を行うために必要な資

金等については、母店証券会社からの借入金で賄っております。また、一時的な余裕資金は安

全性の高い短期的な預金等による運用に限定して行っております。なお、自己勘定による有価

証券の売買、デリバティブ取引等は行わない方針であります。 

②金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である営業貸付金、受取手形及び売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。 

短期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。 

有価証券は、主に上場株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されることとなります。 

諸経費支払である未払金は、ほとんどが数ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金は、主に設備投資および出資に係る資金調達を目的としたものであり、契約内容によ

っては、金利の変動リスクに晒されることとなります。 

また、ワンアジア証券株式会社で保有する金融資産は、主として個人に対する信用取引貸付

金であり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当期の決

算日現在における信用取引貸付金3,692,513千円は、全額当社顧客への貸付金でありますが、

債務履行がなされない場合でも、それに対する担保の受入を行っております。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 
イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権および長期貸付金について、各事業部

門における営業管理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。 

ロ．市場リスク(為替や金利、株価変動等の変動リスク)の管理 
当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクに対して、デリバティブ取引(金利

スワップ取引）などを利用したヘッジ処理は行っておりませんが、適宜金利交渉や借り換

えなどの方法を模索して金利低減に努めることとしております。 

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の財務状

況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直すこととしております。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 
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当社グループは、各社（各部署）に適時に資金繰計画を作成・更新させ、コミットメン

トラインの設定等を含め、グループ内資金の融通など手許流動性の維持などにより、流動

性リスクを管理することとしております。 

ニ．ワンアジア証券株式会社でのリスク管理体制 

子会社のワンアジア証券株式会社では、信用取引等に関し、金融商品取引法及び日本証

券業協会規則、社内規則等に従い、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管

理、保証や担保の設定に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各

営業部のほか管理部により行われ、また月2回行われるリスク管理委員会で、審議・報告を

行っております。さらに、与信管理の状況、毎日の値洗い等については、管理部の他、監

査室もチェックしております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価

格のない株式等（連結貸借対照表計上額750千円）は「投資有価証券」に含めておりません（（注）

２．参照）。また、現金や短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する金融資産及び金融負

債については注記を省略しております。 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円）  

(1）有価証券 105,841 105,841 －  

(2) 投資有価証券 2,908 2,908 －  

 資産計 108,749 108,749 －  

 

（注）１．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。 

資 産 

(1)有価証券、(2)投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
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ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

２．時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 750 

営業貸付金 － 

差入保証金 14,572 

非上場株式については、市場価格がないことから、「(2)投資有価証券」に含めてお

りません。 

営業貸付金、差入保証金については、市場価格がないことから、時価をもって連結

貸借対照表計上額とする金融資産に含めておりません。 

 

 

12．収益認識関係に関する注記 

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 (単位：千円) 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じる収益 400,042 

その他の収益 70,102 

合計 470,145 

(2)収益を理解するための基礎となる情報 

 「２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項」の「(5)⑤重要な収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。 

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

 該当事項はありません。 

 

13．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 ０円42銭 

(2) １株当たり当期純損失 ０円６銭 

 

 
14．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

  



- 11 - 

 

個別注記表 

１．継続企業の前提に関する注記 

当社は、当事業年度まで継続して重要な経常損失および当期純損失を計上しており、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせる状況が継続しております。 

2021年8月7日付で東京証券取引所より当社株式が特設注意市場銘柄に指定され、内部管理体制の改善を

最優先課題として取り組んでまいりましたが、所定の審査を経て、2023年4月に上場廃止となりまし

た。これを受け、2023年5月より組織体制の見直しを実施し、現在、経営内容の改善に取り組んでおり

ます。 

 

当社は現在、「投資事業」を主要事業としており、有価証券の保有・運用、コンサルティング事業等を

行っております。 

また、構造改革の一環として、本社移転や人員体制の見直しなどを実施し、既存事業の収益力強化とと

もに、東南アジア市場を中心とした投資活動の拡大にも努めております。 

 

こうした取組の結果、当会計年度においては営業収益の増加や損失の縮小など一定の改善が見られまし

たが、依然として業績全体の回復には至っておらず、引き続き改善に取り組んでいる状況です。 

 

今後、継続企業としての体制確立を図るため、当社は以下の施策に取り組んでまいります。 

 

（１）事業の再構築 

投資事業の見直しや経営資源の最適化を進め、収益力の強化を図ってまいります。 

 

（２）財政状態の改善 

事業の継続および再構築を推進するため、株式や新株予約権の発行、金融機関等からの借入といった多

様な資金調達手段を検討し、財務基盤の安定化に努めてまいります。 

 

（３）経費削減 

組織体制の見直しや人員最適化、本社移転による固定費削減等を通じて、業務効率化とコスト構造の改

善を進めてまいります。 

 

しかしながら、これらの施策が当社の意図どおりの成果をもたらすかは不透明であり、現時点において

継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。 

なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、その前提に関する不確実性の影響は反映してお

りません。 
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２．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

・市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等・・・総平均法による原価法 

子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物ならびに2016年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、それ

以外については定率法によっております。 

なお、耐用年数および残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

商標権について、10年による定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当事業年度末の債権残高に対する貸倒れに備えるため、一般債権について、過年度の貸倒実績

率を基礎とした、将来の貸倒見積率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、簡便法により、当事業年度末における退職給付債務の見込額

（自己都合により退職する場合の期末要支給額相当額）を計上しております。 

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日公表分）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日公表分）を適用し

ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
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３．会計方針の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

４．表示方法の変更に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

５．会計上の見積りに関する注記 

当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算

書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。 

 

関係会社投融資の評価 

 イ．科目名及び当事業年度計上額 

勘定科目 当事業年度計上額 

関係会社株式 1,642,361千円 

関係会社短期貸付金 125,320千円 

関係会社長期貸付金 －千円 

貸倒引当金 △128,881千円 

投資損失引当金 △324,000千円 

 

ロ．会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

関係会社株式については、その株式の実質価額が帳簿価額を著しく下回った場合において、事

業計画に基づく回復可能性があるものを除き、減損処理を実施しております。 

関係会社に対する融資額については、財政状態の悪化がみられる場合は、回収可能性のまた

は、見積りにおいて、事業計画に基づく将来キャッシュ・フローを見積り、回収不能部分につい

て貸倒引当金を計上しております。 

市場環境等、事業計画の前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、株式の実質価額の回復可

能性や融資の回収可能性の評価に影響をあたえることによって評価損や引当が発生し、翌事業年

度の計算書類において、関係会社株式の金額や関係会社への融資に対する貸倒引当金に重要な影

響を与える可能性があります。 

 

６．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産および担保に係る債務  

 ①担保に供している資産  

  有価証券 105,841千円 

 ②担保に係る債務  

  短期借入金 -千 

(2) 関係会社に対する短期金銭債権（科目表示されたものを除く） 28,772千円 
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(3) 関係会社に対する長期金銭債権（科目表示されたものを除く） -千円 

(4) 関係会社に対する短期金銭債務（科目表示されたものを除く） 31,115千円 

(5) 関係会社に対する長期金銭債務（科目表示されたものを除く） -千円 

(6) 有形固定資産の減価償却累計額 247千円 

 

７．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

営業取引高 

利息収入 3,000千円 

営業取引以外の取引高 

受取手数料 

受取賃借料 

受取出向料 

支払利息 

1,091千円 

409千円 

4,400千円 

4,509千円 

 

８．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類および株式数に関する事項 
 

株 式 の 種 類 
当事業年度期首の

株 式 数 （ 株 ） 

当事業年度増加 

株 式 数 （ 株 ） 

当事業年度減少 

株 式 数 （ 株 ） 

当 事 業 年 度 末 

株 式 数 （ 株 ） 

普 通 株 式 16,091 ― ― 16,091 

合 計 16,091 ― ― 16,091 
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９．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （千円） 

 繰延税金資産  

 退職給付引当金 151 

 貸倒引当金 144,972 

 関係会社株式評価損 445,453 

 繰越欠損金 2,199,936 

 その他 3,724 

 繰延税金資産小計 2,793,095 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,199,936 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △593,159 

 評価性引当額 △2,199,936 

 繰延税金資産合計 － 

 繰延税金負債合計 － 

 繰延税金資産の純額 － 

 

10．リースにより使用する固定資産に関する注記 

該当事項はありません。 

 

11．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 役員および主要株主等 

該当事項はありません。 

 

(2) 関連会社等 
該当事項はありません。 

 

(3) 親会社の役員および個人株主等 

該当事項はありません。 

 

(4) 子会社の役員および個人株主等 

該当事項はありません。 
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(5) 子会社等 

 

種 類 会 社 等 の 名 称 
資 本 金 又 は 
出 資 金 

事業の内容又は職業 
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合 

子 会 社 
Prominence Investments 
Pte. Ltd. 

22,000千 
シンガポールドル 

投 資 事 業 
（所有） 

直接 
100.0％ 

関連当事者との関係 取 引 内 容 
取 引 金 額 

（千円） 
科 目 

期 末 残 高 
（千円） 

投 資 先 
資 金 の 借 入 - 関係会社短期借入金 756,029 

（ 注 ） １    

 

 
 

種 類 会 社 等 の 名 称 
資 本 金 又 は 
出 資 金 

事業の内容又は職業 
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合 

子 会 社 
アジアビジネスソリュ
ー シ ョ ン ズ ㈱ 

431,500千円 ソリューション事業 
（所有） 

直接 
100.0％ 

関連当事者との関係 取 引 内 容 
取 引 金 額 

（千円） 
科 目 

期 末 残 高 
（千円） 

投 資 先 

資 金 の 借 入 127,000 未 収 入 金 11,703 

資 金 の 返 済 - 関係会社短期借入金 292,000 

利 息 の 支 払 3,742 関係会社長期借入金 85,000 

（ 注 ） １    
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種 類 会 社 等 の 名 称 
資 本 金 又 は 
出 資 金 

事業の内容又は職業 
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合 

子 会 社 ワ ン ア ジ ア 証 券 ㈱ 1,330,430千円 証 券 事 業 
（所有） 

直接 
99.7％ 

関連当事者との関係 取 引 内 容 
取 引 金 額 

（千円） 
科 目 

期 末 残 高 
（千円） 

投 資 先 

社 債 の 償 還 - 預 け 金 644 

（ 注 ） ２  関 係 会 社 社 債 60,000 

利 息 の 受 取 3,000   

 
 

種 類 会 社 等 の 名 称 
資 本 金 又 は 
出 資 金 

事業の内容又は職業 
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合 

子 会 社 
A S I A  D E V E L O P M E N T 
C A P I T A L  M A L A Y S I A 
S d n . B h d . 

13,348千 
リンギット 

バイオマス燃料供給事
業 

（所有） 
直接 

99.5％ 

関連当事者との関係 取 引 内 容 
取 引 金 額 

（千円） 
科 目 

期 末 残 高 
（千円） 

投 資 先 

資 金 の 貸 付 - 関係会社短期貸付金 125,320 

資 金 の 回 収 - （ 注 ） ３  

（ 注 ） １    

 
（注）１．取引条件および取引条件の決定方針等 

資金の貸付 グループの運営と各社の状況を考慮して、利率返済条件等を決定しており
ます。 

資金の借入 グループの運営と各社の状況を考慮して、利率返済条件等を決定しており
ます。 

２．期間は10年、金利は年15％で、劣後特約として条件を決定しております。 
３．当社は子会社への貸付金等に対して、総額128,881千円の貸倒引当金を計上しております。 
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12．収益認識に関する注記 

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 (単位：千円) 

 当事業年度 

顧客との契約から生じる収益 △8,757 

その他の収益 81,860 

合計 73,102 

(2)収益を理解するための基礎となる情報 

「２．重要な会計方針に係る事項」の「(5)重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載してい

るため、注記を省略しております。 

(3)当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

該当事項はありません。 

 

 

13．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 ０円34銭 

(2) １株当たり当期純損失 ０円３銭 

 
 

14．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

 

 


